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平成 25 年4 月より、労働契約法の改正により、有期労働契約の労働者の雇用の安定を図るため、同一の使用者との有期労働契

約が「5 年」を超えて繰り返し更新された場合、労働者の申込みにより、無期労働契約に転換する義務が生ずる制度です。来年の

平成 30 年4 月より、法の施行から５年を向かえますので、簡単にご紹介します。また、特定措置法も併せてご紹介します。 

１．無期転換ルールのイメージ 

Ｈ25.4               ５年               Ｈ30.4  申込み     

 

※５年間にカウントされる期間は、法施行日Ｈ25.4.1 以降の期間になります。したがって、Ｈ25.3.31 以前に開始した有機労働

契約は含まれません。 

①申込み・・・６年目の契約期間の初日から末日までに、労働者の自由意思に基づきます。 

②転 換・・・申し込み時の労働契約期間が終了の翌日からになります。 

③労働契約内容・・・別段の定めがない限り、労働契約期間以外の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間等）は直前の内容

と同一のものとなります。 

２．特例措置 

高度専門職、60 歳以上の継続雇用の高年齢者については、以下の手続きをすることにより、無期転換ルールの適用除外が可能

です。ここでは、60 歳以上の継続雇用の高年齢者について紹介します。 

①対象の労働者に関して、能力が有効に発揮されるような雇用管理に関する措置の計画の作成 

②作成した計画を管轄の労働局へ提出 

③計画が適切であれば、認定 

④対象労働者について、無期転換ルールの適用が除外 

※計画等の提出については、申請書と雇用管理に関する措置が確認できる書類（就業規則等）が必要となります。 

※雇用管理に関する措置とは、高年齢雇用推進者の選任、職業訓練の実施、作業施設・方法の改善、健康管理・安全衛生の配慮、

職域の拡大、職業能力を評価する仕組み・資格制度・専門職制度等の整備、職務等の要素を重視する賃金制度の整備、勤務時

間制度の弾力化のいずれかを実施することです。 

※65 歳までの継続雇用制度や 65 歳制以上の定年制度等も講じていることが必要となります。 

【お知らせ】 

来年４月より、実質、無期転換ルールが開始されますが、前倒しで有期労働契約者を無期転換にした場合、「キャリアアップ

助成金」の申請により、１人あたり 30 万円（22.5 万円）受給できる可能性がありますので、ご検討されてはいかがでしょう

か。 

 

 

 

 

 

１年 1年 1年 1年 1年 １年 無期 

労働契約の無期転換ルールについて 

労働保険・社会保険・人事労務・年金等について疑問や悩み、相談がありましたら 

長谷部 崇 まで お問い合わせください。 
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